
  サステナブル経営支援ローン評価レポート 

 

    
 

 
 

 1/8 

  

北海道ジオシステム株式会社 

サステナブル経営支援ローン 
評価レポート 

評価日：2026 年 8 月 31 日 
 

 

株式会社北洋銀行 

北十五条支店 

 

1. 基本情報  
企 業 名 北海道ジオシステム株式会社 

代 表 者 名 三井 直樹 

所 在 地 北海道札幌市手稲区新発寒７条３丁目１番３号                    

資 本 金 600 万円 

従 業 員 11 名 (2026 年 3 月現在) 

業 種 ボーリング業 

事 業 内 容 
地盤・地質調査、改良体コアボーリング、さく井・井戸工事、融雪槽設置工事、AI ソリューシ

ョン事業（建設業向け AI・DX システムの企画・開発）等 

沿 革 

2006 年 4 月 

2010 年 12 月 

2025 年 3 月 

2026 年 4 月 

三井 昭夫氏が北海道ジオシステム株式会社を設立 

事務所を石狩から札幌市手稲区新発寒へ移転 

三井 直樹氏が代表就任 

GEO・ARCHITECT 関連特許（特許第 7864418 号）登録 

 

2. 経営理念 
 

経営理念 

 

地盤を知る。未来を支える。 

 
 

北海道ジオシステム株式会社（以下「当社」）は、経営理念として「地盤を知る。未来を支える。」を

掲げている。建築物、道路、橋梁、鉄道、各種インフラ施設等の安全性を確保するうえで、その基礎と

なる地盤の状態を正確に把握することは不可欠である。当社は、地盤・地質調査を通じて目に見えない

地下の情報を明らかにし、建設事業における安全性、経済性および施工計画の合理化に貢献することを

事業の根幹としている。 

 また、単に地盤を調査するだけではなく、そこで得られた地質・地盤情報や、現場技術者が培ってき

た知識・経験を次世代へ継承し、将来の社会インフラを支える仕組みへ発展させていくことを目指して

いる。 
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暮らしと大地に寄り添う「ボーリングのプロ集団」 

 

当社は 2006 年の創業以来、地盤・地質調査とさく井工事を中心に、北海道の建築・土木事業と地域社会を地盤

面から支えてきた。積雪寒冷地ならではの条件や、都市部・農地・山間部・軟弱地盤など多様な現場に対し、調査計

画から現場施工、各種試験、データ整理、報告書作成まで一貫して対応できる体制を有している。 

自走式キャタピラ型ボーリングマシンを含む自社機械・施工班により、搬入困難な現場や短納期の案件にも柔軟に

対応し、建築物・社会インフラの安全性を支える基礎情報を提供する「品質と技術力」を追求している。  

 

現場の知見から、次世代の仕組みを構築する  

 

当社は、地盤・地質調査やさく井・井戸工事で蓄積した知識・経験をデジタル技術で次世代へ継承する取り組みと

して、AI 地質調査報告書作成支援システム「GEO・ARCHITECT」を企画・開発している。 

熟練技術者の高齢化や人材不足、技術継承、報告書作成の属人化といった業界課題に対し、GEO・ARCHITECT 

は技術者の代替ではなく、個々に散在していた知識・業務プロセスを体系化し、AI によって業務を支援することで、

生産性向上と技術継承を両立させることを目指している。 

 

経営理念と DX の接続  

当社は、従来の「現場を施工する会社」から、地質調査で得られる情報と技術者の知見を蓄積・活用する「地

質情報・技術基盤を提供する会社」へ事業領域を拡大し、地質調査業界の持続可能性向上に貢献することを目

指している。  

 

 

 

3.  事業概要  

（1）事業の特徴  

当社は北海道札幌市に本社を置き、ボーリング技術を中核として、地盤・地質調査、さく井・井戸工事、

融雪関連工事および DX ソリューション事業を展開している。北海道特有の地盤条件や気象条件、施工環境

に関する豊富な現場経験を有しており、調査計画から現場施工、データ整理、報告書作成までを一貫して対

応できる点を特徴としている。  

また、従来型ボーリングマシンに加えて自走式キャタピラ型ボーリングマシンを導入するなど、施工設備

についても独自の改良・省力化を進めている。さらに、地質調査現場で蓄積してきた知識・ノウハウと AI 技

術を組み合わせた GEO・ARCHITECT の開発を進め、「現場施工力」と「デジタル技術」の双方を有する地質調

査会社として、新たな事業モデルの構築に取り組んでいる。 

  

 

 

 



サステナブル経営支援ローン評価レポート 

 

3/8 

1．地盤・地質調査 

ボーリング調査を中心に、標準貫入試験・各種原位置試験・サンプリングを行い、設計・施工に必要な地

盤情報を提供している。自走式キャタピラ型ボーリングマシン２台により、耕作地・軟弱地など搬入困難な

現場でもバックホウ等を使わずに自走で調査地点まで移動可能。その結果、1 現場あたり約 20～30 万円の重

機リース費用抑制や工程停滞の防止ができ、「コスト削減」「工期短縮・工程安定化」「搬入困難箇所への対応」

を実現するとともに、従業員の作業負担軽減にも繋がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       出所：北海道ジオシステム株式会社 提供資料 

2．さく井・井戸工事 

水井戸・工事用井戸・揚水設備・観測井・温泉井・地中熱利用などを対象に、地層構成・帯水層・地下水

位・揚水量・水質を踏まえた最適な井戸構造・施工方法を検討・施工している。2020 年 11 月～2021 年 2 月

には、札幌市西区宮の沢地区の北海道新幹線「西宮の沢縦坑」関連工事（大林組施工）で、シールドトンネ

ル工事用水を安定確保する井戸工事を担当。地下地質・地下水に関する知見とボーリング技術を活かし、大

規模インフラ工事に必要な水源確保を実現することで、大型プロジェクトに対応可能な技術力と施工体制を

有することを示している。 

3．融雪槽設置工事 

北海道の冬期における除排雪負担軽減を目的に、地下水を利用した融雪槽工事を行っている。井戸掘削か

ら地下水利用、融雪設備施工まで一貫対応できる点が強み。地下水の比較的安定した水温を利用することで、

主なエネルギー消費をポンプ等の電力に抑えつつ、積雪寒冷地である北海道における人的負担・コスト負担

の軽減に貢献している。 

4．DX ソリューション事業 

地質調査業界の人材不足・技術継承・報告書作成の属人化といった課題を解決するため、AI 地質調査報告

書作成支援システム「GEO・ARCHITECT」を開発している。ボーリング柱状図などの調査データを AI が読み取

り、地質情報や N 値を整理して報告書原案作成を支援し、転記・計算・整理にかかる時間と事務負担の大幅

削減を目指す。最終的な地盤・地質の判断は専門技術者が行い、AI は定型作業・情報整理を担うことで、技

術者がより高度な判断・検討に集中できる環境の構築を基本思想としている。 
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（2）経営上の強み  

〇現場から報告書まで対応する自社一貫体制 

調査計画から現場施工、試験・データ整理、報告書作成・納品までを自社一貫で対応している。工程が分断され

ないため、現場情報を報告書に正確かつ迅速に反映でき、品質確保と柔軟な工程・原価管理が可能である。 

 

〇 継続的な設備投資による高い機動力とコスト競争力 

3～4 班の自社施工体制と自走式キャタピラ型ボーリングマシン 2 台を保有し、省力化と機動力向上に向けた設

備投資を継続している。搬入困難な現場では自走式マシンにより、約 20～30 万円の重機リース費用と重機手配に

よる工程ロスを抑制できる。 

                                       出所：北海道ジオシステム株式会社 提供資料 

 

〇幅広い世代と有資格者による技術力 

1 級土木施工管理技士、1 級さく井技能士、地質調査技士などの有資格者が在籍し、20 代～60 代の幅広い世

代で組織を構成している。熟練者の技術・判断力を若手へ継承するとともに、教育とデジタル技術を組み合わせた

体制で技術力の維持・向上を図っている。 

 

〇 大規模社会インフラ事業への対応実績 

一般建築・土木に加え、北海道新幹線関連工事における工事用水確保の井戸工事など、大規模インフラ案件の

実績を有する。こうした施工管理・安全管理、地下地質・地下水に関するノウハウが、当社の技術的信用力の基盤と

なっている。 

 

〇 現場課題を起点とした改善・開発力 

搬入困難現場への対応として自走式ボーリングマシンを製作・導入するなど、現場課題から設備・技術・業務プロ

セスを自ら改善している。報告書作成の属人化に対しては AI システム GEO・ARCHITECT を開発し、個人依存か

ら組織的な知識活用へ転換している。 

 

○特許取得を実現した地質調査報告書作成支援システム 

GEO・ARCHITECT は、現場の課題から当社が自社開発した AI 報告書作成支援システムで、特許第 7864418 

号を取得している。技術者の実務フローや地盤定数算定に即した設計により、定型作業の削減、業務集中の緩和、

若手教育、リードタイム短縮・標準化、早期請求による資金回収の加速を実現し、自社で改善を重ねたうえで将来的

な外販・新たな収益基盤構築を目指している。 
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特許取得実績・知的財産の裏付け  

知的財産としての裏付け  

GEO・ARCHITECT の中核技術については、特許第 7864418 号として権利化されている。特許証では、出願

日は 2026 年 2 月 13 日、登録日は 2026 年 5 月 15 日、特許権者は北海道ジオシステム株式会社、発

明者は三井直樹氏・熊谷貫太氏・與坂拓大氏の 3 名として記載されている。発明の名称は「地質調査報告

書作成支援サーバ、地質調査報告書作成支援システム、地質調査報告書作成支援プログラムおよび地質調査

報告書作成支援方法」であり、当社が現場知見を知的財産として蓄積・事業化していることを示す重要な裏

付けとなっている。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：北海道ジオシステム株式会社 提供資料 

特許番号  特許第 7864418 号（P7864418）  

登録日  2026 年 5 月 15 日  

発行日  2026 年 5 月 25 日  

出願番号  特願 2026-021929  

特許権者  北海道ジオシステム株式会社  

発明者  三井 直樹、熊谷 貫太、與坂 拓大  

発明の名称  
地質調査報告書作成支援サーバ、地質調査報告書作成支援システム、地質調査報告書作成支援プロ

グラムおよび地質調査報告書作成支援方法  
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4.  サステナビリティの取り組み  
 

当社では、サステナビリティを単なる環境対応に限定せず、「環境」「人材・働き方」「技術継承」「地域社
会」「持続可能な経営基盤」という観点から捉え、事業活動そのものを通じた社会課題の解決に取り組んでい
る。   

 

（1）環境面  

○CO2 排出量の可視化  

事業活動に伴うエネルギー使用量および CO2 排出量の把握・可視化に取り組み、将来的な削減施策を検討

するための基礎データを整備する。自社の事業活動が環境に与える影響を把握し、設備更新、車両運用、電

力使用等について継続的な改善を図ることで、環境負荷の低減を目指す。  

○LED 照明への転換  

工場・事務所内の照明器具を LED 照明へ順次交換し、電力使用量の削減および設備の長寿命化を図ってい

る。日常的な事業活動の中から実行可能な省エネルギー施策を積み重ね、環境負荷と事業コストの双方の低

減に取り組んでいる。  

○自走式設備による付帯重機稼働の抑制  

自走式キャタピラ型ボーリングマシンの活用により、現場条件によっては機械搬入のためのバックホウ等

の補助重機を不要とできる。顧客のコスト・工程面のメリットに加え、付帯重機の運搬・稼働機会を抑える

ことにつながる点からも、施工方法の効率化を継続している。  

（2）社会面  

○GEO・ARCHITECT による「技術継承」と「働き方改革」  

GEO・ARCHITECT 開発の背景には、当社が実際に経験した「報告書作成業務の属人化」という経営課題があ

る。過去に報告書担当者が約 2 か月離脱した際、代替できる人材が限られ、代表者が対応せざるを得ない状

況となり、特定個人に依存した体制が事業継続リスクや残業増加・納期遅延につながる可能性があることを

認識した。 

そこで単なる人員補充ではなく、「知識を組

織に残す仕組みそのものを構築する」必要があ

ると考え、AI 企業と連携して GEO・ARCHITECT 

の開発に着手した。報告書作成プロセスや計

算・整理方法をデジタル化し、AI による原案作

成支援を行うことで、熟練者の知識・思考を会

社の技術資産として次世代へ継承しつつ、若手

技術者が AI の支援を受けながら実務経験を積

める環境づくりを目指している。  

出所：北海道ジオシステム株式会社 提供資料  
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○業務負担および業務コストの削減  

従来、人手によって行われていたデータ転記、計算、資料整理、文章原案作成等の定型業務を AI によって

支援することで、報告書作成に要する時間を大幅に短縮する。自社検証例では、単孔調査における報告書作

成時間を 135 分から 30 分へ短縮しており、約 78%の時間短縮効果を確認している。生み出された時間を、

現場管理、技術検討、顧客対応、人材教育等、より付加価値の高い業務へ振り向けることを目的としている。 

 

〇属人化の解消と技術継承 

地質調査の判断や報告書作成ノウハウが個人依存になりやすい課題に対し、GEO・ARCHITECT に業務プロセ

スや算定方法、技術情報を蓄積・体系化し、組織全体で共有できる環境を整備する。若手は AI が作成した原

案を専門技術者と確認する過程で学ぶことができ、「AI を教材・補助者として活用しながら人間の技術力を

高める」方針としている。 

 

〇納期安定化と経営基盤の強化 

報告書作成の処理能力向上により、現場終了から納品までの期間を短縮し、繁忙期の滞留・納期遅延リス

クを軽減する。成果品の早期納品により請求時期も早まり、キャッシュフローの安定化に寄与する。GEO・

ARCHITECT は業務効率化に加え、業務継続性と財務安定性を高める経営基盤強化策である。 

 

〇地質調査業界全体の持続可能性への貢献 

少子高齢化による担い手不足や技術継承の課題に対し、自社で開発した GEO・ARCHITECT を将来的に他社

へも提供することを目指している。各地域の中小地質調査会社が AI を活用して業務効率化と技術継承を図

ることで、地域の地質調査体制の維持・強化に貢献する。 

 

〇施工設備の省力化による従業員負担の軽減 

自走式キャタピラ型ボーリングマシンの導入により、補助重機による機械移動や複数作業員による準備・

誘導などの付帯作業を削減している。これにより、施工準備の効率化、従業員の身体的負担軽減、安全性向

上に繋げている。 

 

〇新規事業を担う中核人材への人的投資 

GEO・ARCHITECT の事業化に向け、開発会社と現場技術者をつなぎ、営業・導入支援・改善を担う中核人材

が重要である。当社は與坂拓大 COO を中心に推進体制を構築し、今回の融資のうち 1,000 万円を人件費に充

当して人的資本を確保する。DX による省力化とともに、DX を担う人材育成・確保を進める。 

 

〇従業員の移動負担軽減・休憩環境の整備 

現場への移動が多い事業特性を踏まえ、従業員の移動負担軽減と安全性向上のための車両導入を行ってい

る。また、工場内事務所 1 階に作業・休憩用の専用スペースを整備し、安全で働きやすい職場環境づくりを

継続している。 
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5. サステナビリティ目標 

北海道ジオシステム株式会社の更なる社会的使命を果たすとともに、北海道の持続可能な発展に寄与

すべくサステナビリティ目標を設定する。事業活動と環境・人的資本の双方を結び付け、継続的に進捗を

把握し改善することを基本方針とする。 当社のサステナビリティは、CO2 排出量の可視化や省エネル

ギーといった環境面の取り組みに加え、自走式設備による現場負担軽減、GEO・ARCHITECT による業務効

率化・技術継承、従業員の働きやすい環境整備を一体的に進める点に特徴がある。これらの取り組みを継

続することにより、当社自身の持続的成長のみならず、北海道の地域社会および地質調査業界の持続可

能性向上に貢献することが期待される。 

(1) 環境面におけるサステナビリティ目標 

重 要 課 題 脱炭素社会実現への貢献 

目 標 ・ K P I 温室効果ガス排出量の可視化を実施する。 

関連する SDGs 

 

 

(2) 社会面におけるサステナビリティ目標 

重 要 課 題 人的資本経営の推進 

目 標 ・ K P I 役職員のエンゲージメントの可視化を実施し、継続的に向上させる。 

関連する SDGs 

 

 

留意事項 
本文書は、北洋銀行が借入人に対して実施する「サステナブル経営支援ローン」に際し、借入人の企業経営とサステ

ナビリティ目標に対する北洋銀行の評価を述べたものです。 

本文書に記載された情報は、現時点で入手可能な公開情報、借入人から提供された情報や借入人へのインタビュー

などで収集した情報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、当該情報の正確性、実現可能性、将来にお

ける状況への評価を保証するものではありません。 

北洋銀行は当文書のあらゆる使用に起因して発生する全ての直接的、間接的損失や派生的損害については、一切

義務または責任は負わないものとします。 

本評価書に関する一切の権利は北洋銀行に帰属します。評価書の全部または一部を自己使用の目的を超えての使

用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 


